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県人事委員会報告・勧告（10/7）

国と同様の引き上げ勧告 またしても公民較差解消せず
給料表は平均0.14％(行政職)の増、一時金は0.1月増、配偶者の扶養手当は半減

高教組速報

長崎県人事委員会は 7 日、知事と県議会に対

して、職員の給与等についての報告及び勧告を

行いました。その内容は、8 月の人事院勧告に

準じて給料表を改定し、一時金(ボーナス)も同

様に 0.1 月増とする一方で、扶養手当について

も、人事院勧告と同様に、2 年間で配偶者に係

る扶養手当を半減(6,500円減)し、子に係る扶養

手当を 3,500円引き上げるとするものです。

民間給与との較差は649円(0.18％)

しかし改善額は520円(0.14％)

人事院・人事委員会勧告制度は、一貫して｢民

間準拠｣を唱え、毎年 4月時点の民間企業の給与

を調査した結果と公務員給与を比較して、その

差(公民較差)に応じて給与改定を勧告してきま

した。しかし、昨年度、国家公務員についての

人事院勧告の内容が、給料表の改定額よりも地

域手当の改定額がはるかに大きかったため、地

域手当受給者の少ない長崎県では、国と同様の

給料表の改定では公民較差が埋まらず、1,109円
(0.30%)の公民較差に対して、改定額は 787 円

(0.21%)にとどまりました。

9 月 12 日に行った公務共闘の人事委員会交渉

では、他県では給料表の上乗せやあったことな

どを指摘し、独自の改善が乏しかったと厳しく

批判しました。これに対して、人事委員会事務

局長も｢較差が解消されなかったことについて

の、皆さんの憤りは重々承知している｣と述べま

した。それにもかかわらず、今年度も、公民較

差を解消するための独自の改善をせずに、国と

同じ改定内容の勧告にとどまったことは、人事

委員会が｢給与制度は国どおり｣という呪縛にと

らわれて主体性を放棄し、思考停止に陥ってい

ると言わなければなりません。

｢教員の負担軽減｣等には言及

公務共闘の人事委員会交渉では、超勤縮減や

｢仕事と家庭生活の両立支援｣の課題に関わって、

県教委などの任命権者が策定している特定事業

主行動計画の数値目標の達成を促すことを求め

ていましたが、今回の｢報告｣は、｢同計画に掲げ

られた具体的な目標を実現するよう取り組んで

いくことが重要である｣と交渉の内容を反映した

ものになっています。また、教員の勤務時間縮

減についても昨年に引き続いて言及し、｢今後も

一層、教員の負担軽減に取り組んでいくことが

必要である｣と述べています。

人事委員会勧告を受けて、10月25日から県

教委との確定交渉が始まります。高教組は、賃

金改善、超勤縮減、臨任･非常勤講師の待遇改善

などをめざして、全力を尽くします。学校現場

の教職員の声を交渉に反映させるために、重点

要求署名にご協力いただくとともに、皆さんの

ご意見を高教組にお寄せください。

※ご意見は職場の高教組組合員または高教組本

部（FAX：０９５－８２６－２９７６）へ

労働条件を改善させるのは団結の力です 教職員の要求実現のためにあなたも高教組へ


